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１ モデル地域の現状

２ モデル地域の事業目標

３ 取組の概要

(1)実施概要

実施時

期

計 画 事 項 参加者

４月

５月

６月

８月

１０

月

１１

月

１２

月

１月

○学校安全・防災

規定と危機対応マ

ニ ュ ア ルの 見 直

し。

○第１回避難訓練

○第一回推進委員

会

○第１回実践委員

会

○防災研修

○先進校視察

○合同避難訓練

○第２回実践委員

会

○１０００か所ミ

ニ集会

○シェイクアウト

訓練

○学校公開

ポスター発表

公開授業

全体会

○第３回実践委員

会

○第３回避難訓練

実践委員会

大学教授

仙台市立鶴

谷特別支援

学校

高谷中学校

実践委員会

県教委

実践委員会

県教委、

地域防災課

大学教授

実践委員会

市川市東消

○モデル地域名：

県立市川特別支援学校周辺地区

○学校数：小学校２校

中学校１校

高等学校１校

特別支援学校１校

（２）モデル地域の安全上の課題

拠点校のある市川市南東地区は、東京

湾に面し工場や倉庫が立ち並ぶ地域であ

る。拠点校の学区は市川市南部地域と浦

安市全域であり、過去の大震災の際には、

周辺地域が津波に襲われた記録も残って

いる。その経験から災害発生時に障害が

ある子供たちが、どのように自らの命を

守ったり、避難したりする等の課題に対

し、地域と学校が連携体制を構築してい

くことが必要である。

・モデル地域内において災害安全に関す

る地域と学校の連携体制を構築し、継続

的に取組が進められるようにする。二次

災害、過去の重大災害に関する経験を踏

まえ、モデル地域内で情報と対応の共有

化を図り、連携協力体制を構築する。

・拠点校における防災教育の充実を図る。

児童生徒の発達段階に応じて、地震や台

風の発生時に伴う危険を理解・予測し自

らの安全を確保するための行動ができる

よう安全防災に関する資質・能力の育成

を目指す。

事業名：命の大切さを考える防災教育公開事業（学校安全総合支援事業）

モデル地域：県立市川特別支援学校周辺地区   拠点校：千葉県立市川特別支援学校

所轄教育委員会：千葉県教育委員会
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１月 

→２月に延期 

 

○第２回推進委員

会 

防署高谷出

張所 

 

４ 具体的な取組 

(1) 安全教育の充実に関する取組 

ア 安全教育の充実に関する取組 

① 実践委員会における情報共有 

６月、10 月、１月に実践委員会を

開催。拠点校の取組の周知や本事業

の進捗の確認、意見交換の場を設け、

各学校の実践等について共有をした。 

   ＜実践委員＞ 

八幡学園長、市川市こども部発達支

援課長、浦安市教育センター所長、

県立市川南高等学校長、市川市立高

谷中学校長、市川市立信篤小学校長、

原木自治会長、信篤公民館長、障害

者就業・生活支援センター長、本校

PTA 会長 

② 防災研修会の開催 

本校教職員を対象に特別支援学校

における災害安全(防災)に関する研

修を実施。 

講師：千葉科学大学教授 

日時：令和５年８月３日 

内容：特別支援学校における災害安

全(防災)について 

参加者：本校教職員 

参加人数：８０人 

 

 

 

 

 

「防災研修会」 

③ 合同避難訓練の開催 

    モデル地域内の市川市立高谷中学

校と合同避難訓練の実施。 

   日時：令和５年１０月２３日 

   内容：合同避難訓練    

参加者：市川市立高谷中学校、 

   千葉県立市川特別支援学校 

   参加人数：８００人 

 

 

 

 

 

 

 

「合同避難訓練」 

④ 公開授業の開催 

(当日小中学部臨時休業の為書面開催) 

   日時：令和５年１２月８日 

テーマ：教科横断的な防災教育の実 

践・普及 

   内容：モデル地域各校における防災

教育の取り組み及び、公開授業資

料の配布 

参加者：千葉科学大学教授、市川市

危機管理室地域防災課、実践委員会、

二俣自治会長、東原木自治会長、安

全防災主任、本校職員 

   参加人数：４０名 

 

 

 

 

 

 

 

「防災ポスター」 
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⑤ 防災教育校内実践発表 

     本校安全防災担当から本校職員

に今年度の防災教育実践ポスター

発表の実施。 

    日時：令和５年１２月８日 

    テーマ：教科横断的な防災教育の

実践・普及 

    内容：ポスター発表 

    参加者：本校職員 

    参加人数：５０名 

 

 

 

 

 

 

 

「校内実践発表」 

 

⑥ 拠点校における教科横断的な防災

教育の実践 

拠点校においては、小学部から高

等部まで教科横断的な防災教育を

実施した。中学部では、総合的な学

習の時間で「自分の身を守ろう！」

を目標に取り組んだ。２つのグルー

プに分かれ、学校の危険な場所を探

してマップにまとめたり、煙体験や

消火体験などに取り組んだりした

ことで、防災への意識を高めること

ができた。高等部では、職業家庭の

時間に防災教育に取り組み、段ボー

ルベッドを作成し、避難場所を想定

した模擬体験をしたり、防災教育基

礎講座行い、災害について学習した

りする等、防災についての知識を身

につけることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

「ハザードマップ作り」 

 

 

 

 

 

 

 

 

「防災教育基礎講座」 

 イ 安全教育の取組を評価する・検証

するための方法について 

① 防災教育実践・発表アンケート 

「ポスター発表」、「今年度防災教育

実践」の２項目について本校職員に評

価してもらった。５段階評価の「４～

５」の評価が 90％以上を占め、本年度

の防災教育の取り組みに高い評価が得

られた。この成果を今後の防災教育に

も繋げていくようにとの意見を多くい

ただけた。 

② 近隣校の成果指標 

【必須項目】 

ア 危機管理マニュアルの見直しや内

容の周知などを行い、日頃の安全教育、

管理や危機発生時における各職員の役

割について、共通理解を図っている学

校の割合 

１００％(５校/５校) 

イ 学校安全に関する校内会議や研修



別紙様式５ 

4 
 

会を実施している学校の割合 

１００％(５校/５校) 

ウ 学校安全を推進するための中核と

なる教員(管理職以外)を校務分掌

に位置付けている学校の割合 

１００％(５校/５校) 

【任意設定項目】 

エ 拠点校における教科横断的な防災

教育の実践、防災訓練の実施割合 

８０％(４校/５校) 

オ 近隣小中学校と連携した防災教育

や防災訓練の実践の割合 

６０％(３/５校) 

 

(2) 組織的取組による安全管理の充実に

関する取組 

保護者、関係機関と連携し、心肺蘇生

法訓練の実施や避難訓練などに御協力

していただき防災教育の実践をするこ

とができた。 

 

(3) 学校安全の中核となる教員の学校安

全推進体制の構築における役割及び中

核教員の資質能力の向上に係る取組に

ついて 

 各学校において、中核となる教員を

校務分掌に位置づけ、防災教育の実践

や学校安全を計画的に推進した。拠点

校においては先進校の視察を行い、各

学部連携した防災教育の重要性や防災

物品の定期的な確認の必要性などを学

び、防災教育の推進に役立てた。視察

後には職員研修の時間を設け、視察で

得た学びを共有することができた。ま

た、本事業を行った他校の公開授業に

参加し、専門的な視点での防災教育を

学ぶことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「視察校：仙台市立鶴谷特別支援学校」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「見学場所：震災遺構荒浜小学校」 

 

５ 取組の成果と課題 

【成果】 

各学校においては危機管理マニュアル

の見直しや職員への周知を行ったり、近

隣地域や関係機関との連携を改めて確認

するとともに、計画の変更等について検

討することができた。また、学校安全分

掌を中心に校内会議を開催し、学校安全

及び災害安全に関する課題について話し

合い、災害安全対策の構築を図ったり、

防災教育充実のため、関係機関や地域人

材の活用により研修会を実施し、災害安

全に関する知見を広げたりすることがで

きた。 

拠点校では本事業の企画立案のほか、

先進校の視察や研修会の参加により、知

的障害特別支援学校における防災教育の

在り方や進め方を具体的に学び知見を広
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げた。また、その知見を教職員に周知す

ることで、校内教職員全体の理解を進め

ることができた。 

防災教育の実践については全学部合同

で避難訓練及びシェイクアウト訓練に取

り組むとともに、各教科及び各教科等を

合わせた指導の中で防災教育を実施した。

小学部では生活単元学習の授業でシェイ

クアウト訓練を含む避難行動のとり方に

ついて実施し、多くの児童が教師と一緒

に地震直後の避難姿勢をとることができ

た。中学部では学年別に取り組み、消化

体験や煙体験など体験を中心とした活動

を多く取り入れることで、防災への意識

を高めることができた。高等部では小中

学部で学んだ学習をベースに、より実践

を意識した内容に取り組み、避難所生活

について考え体験する学習や、災害時の

行動を考える学習を総合的な探求の時間

に実施し、児童生徒の災害安全に関する

資質・能力を高めることができた。 

拠点校と近隣中学校の津波を想定した

合同避難訓練では、特別支援学校児童生徒

が中学校の屋上（５F）へ避難する際に留

意しなければならない行動や課題について、

中学校と共有することができた。特に避難

する順番や経路の確認、車いす児童生徒の

避難の仕方や応援体制について、考える機

会となったことは大きな成果と言える。 

本事業を通して、拠点校を中心にモデル

地域各学校の防災教育の実際について、ま

とめた資料を各学校に共有することができ

たことが成果となった。 

また、各校で取り組んでいる学習が、発

達段階や生活年齢が異なる児童生徒の実践

となっており、新たな示唆につながる内容

となった。 

 

【課題】 

公開授業当日はインフルエンザ流行の

為、参加者の方との意見交換や授業公開

をすることができなかった。モデル地域

内の安全防災教育担当者が定期的に情報

共有できる場の設定と、モデル地域の各

学校が防災教育にかかわる合同の取組に

ついて新たに検討する必要がある。 

本事業を通して学んだことを今後も継

続し、日々の学校生活の更なる充実を目

指していく。そして、拠点校やモデル地

域内の学校の取り組みが他の特別支援学

校でも共有され、児童生徒の安心安全な

学校生活の基盤となるようにするととも

に地域と更なる連携体制を強化し、継続

的な防災の取り組みが進められるように

していきたい。 


